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真に効果的な 
子育て支援とは 
 

増税と看板に偽りありの民主党「子ども手当」 

 民主党は先日発表した政権公約（マニフェスト）の中で、中学卒業まで子ども一人当たり

月額２万６千円、年間３１万２千円を支給すると主張しています。一見子育て家庭にとって

は大変ありがたい、嬉しい政策のように見えます。しかし実態は、民主党が主張するような

甘い政策ではありません。政策の実施に必要な財源の問題を始め、同時に実施される所得控

除の廃止による増税や、児童手当の廃止など多くの問題を抱えており、支給された２万６千

円がそのまま収入として増えるわけではありません。 

○民主党の子ども手当の問題点 

①年間５．５兆円に上る財源をどうするのか？ 

 民主党のマニフェストによると、子ども手当に必要な財源は、年間５．５兆円。民主党は、

これを①ムダづかいの廃止、②埋蔵金の活用、③増税、によって賄うと主張しています。し

かし、肝心の「ムダづかい」があいまいで、具体的に何をやめて財源をねん出するのか明ら

かにしていません。埋蔵金の活用にしても、埋蔵金はいわば貯金や株式投資の儲けのような

もので、毎年安定して使える財源ではありません。民主党は一体どこから毎年５．５兆円も

の財源をひねり出そうというのでしょうか？無責任な絵空事です。 

②配偶者控除や扶養控除の廃止による増税 

 民主党は、子ども手当を導入する一方で、配偶者控除や扶養控除を廃止するとしています。

これは要するに所得税と住民税の増税です。所得税や住民税は、実際の収入から色々な所

得控除、いわば割引を先に行ってから税率をかけて計算されます。現在配偶者控除が３８万

円（住民税では３３万円）、１６歳未満の扶養控除が３８万円（同３３万円）です。例えば

年収６００万円で、３歳未満の子どもが１人いるご家庭の場合、単純に計算して所得税が７

万６千円、住民税が６万６千円、合わせて１４万２千円増税されます。 

 民主党案によって配偶者控除と１６歳以下の子どもが対象の一般の扶養控除が廃止され

た場合、財務省の試算によると約１．６兆円の増税になります。専業主婦のご家庭は増税、

子どもがいても手当の対象外である高校生以上の子どもがいるご家庭も増税されます。 



また、手当が支給される中学生以下の子供がいるご家庭も増税されるため、支給された手

当がそのまま所得の増加にはつながりません。 

③児童手当の廃止 

 現在小学生以下の子どもがいるご家庭には、子ども１人当たり５０００円から１００００

円の「児童手当」が支給されています。民主党の「子ども手当」が導入されるとこれまでの

児童手当は廃止されます。そのため例えば３歳未満の子どもがいるご夫婦の場合、年額３１

万２千円が支給され、所得税と住民税で▲１４万２千円が増税、児童手当の廃止により年間

▲１２万円が支給されなくなることから、このご家庭の場合年間数万円程度の所得増にしか

なりません。多くのご家庭が増税されながら、実態は大して所得が増加しない、というのが、

今回民主党の主張している子ども手当の正体です。 

 

○自民党の政権公約「幼稚園と保育所（３歳から５歳）の無償化」 
 自民党も先日政権公約を発表しました。少子化対策は、未来の日本のために早急に取り組

むべき課題です。先日発表した自民党のマニフェストでは、これから３年間で、３歳から５

歳までの幼児教育を無償化するとしています。これはつまり幼稚園と保育園の無料化です。

少子化の原因として教育費の負担が重いこと、特に幼稚園や保育園の授業料が高額であるこ

とが大きな理由として挙げられています。 

横浜市内にある幼稚園はすべて私立幼稚園です。その平均の年間保育料は３１７，９００

円、平均入園料が１１４，０３６円に上ります。合わせれば初年度だけで年間４０万円を超

えるお金が必要です。現在も国や県、市によって各幼稚園に補助が行われていますが、それ

でもこれだけの金額を自己負担しなければならないのが現実です。そこで幼稚園の入園料と

保育料の全額相当額を国が助成し、幼稚園や保育所を無料にして、子育て費用の負担軽減を 

軽減しようというのが、自民党の政策です。 

 必要な財源は７９００億円。大きな金額ですが、未来の日本のためにねん出すべき金額で

す。民主党の子ども手当５．５兆円の１/７、実現が可能で、より効果的な政策を実現する

のが政権与党の責任です。他にも高校や大学に返済のいらない給付型の奨学金の新設、低所

得世帯への授業料支援や、公立と私立学校の格差の解消など、厳しい財政状況の中でより効

果的な政策の実現を目指しています。 

 子どものために本当に役に立つ、効果的で実現可能な政策は何か？皆さんも是非考えてみ

てください。 
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